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正　　　　　誤

 　　　　　　　　　　　　

規　　　　　則
 　　　　　　　　　　　　

　山形県証紙条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

山形県規則第４号

　　　山形県証紙条例施行規則の一部を改正する規則

　山形県証紙条例施行規則（昭和39年４月県規則第34号）の一部を次のように改正する。

　別表第１第２項第２号中「、第431号の４及び第455号」を「及び第431号の４」に改める。

　　　附　則

　この規則は、平成29年３月１日から施行する。
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告　　　　　示
 　　　　　　　　　　　　

山形県告示第75号

　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の19第２項の規定により、指定障害児通所支援事業者から次の

とおり事業を廃止する旨の届出があった。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第76号

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第46条第２項の規定に

より、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり事業を廃止する旨の届出があった。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第77号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定により生活保護法の

規定の例によることとされる場合を含む。）の規定により、指定医療機関を次のとおり指定した。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

指定障害児通所支援事業者の

名称及び主たる事務所の所在地
事業所の名称及び所在地

障害児通所支援の

種類
廃止年月日

株式会社ウェルランド

長井市船場９番18号

ＰＯＣＣＯしらたか

西置賜郡白鷹町大字鮎貝5215番地

放課後等デイサー

ビス
平成29. 2.14

指定障害福祉サービス事業者の

名称及び主たる事務所の所在地
事業所の名称及び所在地

障害福祉サービス

の種類
廃止年月日

株式会社サン十字

米沢市桜木町１番64号

株式会社サン十字ホームヘルプサー

ビス長井

長井市栄町４番21号

居 宅 介 護 平成29. 3.31

指 定 医 療 機 関 の 名 称 指 定 医 療 機 関 の 所 在 地 指定年月日

す ず き こ ど も ク リ ニ ッ ク 東根市神町北三丁目２番18号 平成28.11. 1

大 沼 医 院 東根市神町中央一丁目11番18号 同

こ こ ろ の 花 ク リ ニ ッ ク 鶴岡市茅原字西茅原42番１ 同　　 12. 1

コ ン フ ォ ー ト 樫 の 木 酒田市こあら二丁目４番地の６ 同

ア ー チ 調 剤 薬 局 酒 田 店 酒田市本町三丁目６番35号 同

調 剤 薬 局 ツ ル ハ ド ラ ッ グ 東 根 店 東根市温泉町三丁目３番６号 同

村 山 駅 西 調 剤 薬 局 村山市駅西23番７号 同　　 12.19
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山形県告示第78号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定により生活保護

法の規定の例によることとされる場合を含む。）の規定により、指定医療機関から次のとおり廃止した旨の届出が

あった。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第79号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定により生活保護

法の規定の例によることとされる場合を含む。）の規定により、指定医療機関から次のとおり休止した旨の届出が

あった。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ま つ な が キ ッ ズ ク リ ニ ッ ク 山形市西田二丁目２番10号 平成29. 1. 1

小 真 木 原 ク リ ニ ッ ク 鶴岡市日枝字小真木原116番地３ 同

指 定 医 療 機 関 の 名 称 指 定 医 療 機 関 の 所 在 地 廃止年月日

矢 島 医 院 酒田市高見台一丁目13番地の14 平成28. 8.31

す ず き こ ど も ク リ ニ ッ ク 東根市神町北三丁目２番18号 同　　 10.31

大 沼 医 院 東根市神町中央一丁目11番18号 同

こ こ ろ の 花 ク リ ニ ッ ク 鶴岡市茅原字西茅原42番１ 同　　 11.30

ア ー チ 調 剤 薬 局 酒 田 店 酒田市本町三丁目６番35号 同

調 剤 薬 局 ツ ル ハ ド ラ ッ グ 東 根 店 東根市温泉町三丁目３番６号 同

村 山 駅 西 調 剤 薬 局 村山市駅西19番17号 同　　 12.18

ま つ な が キ ッ ズ ク リ ニ ッ ク 山形市西田二丁目２番10号 同　　 12.31

小 真 木 原 ク リ ニ ッ ク 鶴岡市日枝字小真木原116番地３ 同

指 定 医 療 機 関 の 名 称 指 定 医 療 機 関 の 所 在 地 休止年月日

わ か く さ 薬 局 鶴岡市城南町６番68号 平成28.11.14

三 條 ク リ ニ ッ ク 新庄市桧町10番７号 同　　 12. 5
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山形県告示第80号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30

号）第14条第４項の規定により生活保護法の規定の例によることとされる場合を含む。）の規定により、指定介護

機関から次のとおり変更した旨の届出があった。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　届出をした指定介護機関の名称及び所在地

　　エムハート薬局　にしごう店

　　鶴岡市辻興屋字三丁場23番13号

２　変更の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第81号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30

号）第14条第４項の規定により生活保護法の規定の例によることとされる場合を含む。）の規定により、指定介護

機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第82号

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第50条第１項の規定に

より、指定障害福祉サービス事業者の指定を次のとおり取り消した。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

指定介護機関の名称

変更年月日

変　　更　　前 変　　更　　後

イエロー・グリーン薬局にしごう店 エムハート薬局　にしごう店 平成28. 8. 1

指定介護機関の名称
施設又は実施

する事業の種類
指定介護機関の所在地 廃止年月日

テンダリーハウスひまわり 介護予防通所介護 鶴岡市みどり町22番７号－２ 平成28. 8.31

指定障害福祉サービス事業者の

名称及び主たる事務所の所在地
事業所の名称及び所在地

障害福祉サービス

の種類
取消年月日

特定非営利活動法人山形親子療

育支援ネットワーク

山形市あこや町三丁目11番７号

すぎの子

山形市あこや町三丁目11番７号

居 宅 介 護

行 動 援 護
平成29. 2. 1

特定非営利活動法人山形親子療

育支援ネットワーク

山形市あこや町三丁目11番７号

デイサポートセンターアイアイ

山形市あこや町三丁目11番７号

生 活 介 護

就労継続支援（Ｂ

型）

同



平成29年２月３日（金曜日） 第2817号山　　形　　県　　公　　報

83

山形県告示第83号

　漁船損害等補償法施行令（昭和27年政令第68号）第５条第１項の規定により、加入区の区域内に住所を有する指

定漁船の所有者は全てその所有する指定漁船の全部を普通損害保険に付すべきことにつき同意を求めることについ

て、次のとおり届出があった。

　なお、届出に係る指定漁船調書を、平成29年２月３日から同月17日までの間山形県漁業協同組合において縦覧に

供する。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　発起人の住所及び氏名

　　酒田市飛島字法木甲２番地　　　　長　浜　　　修

　　同　　　　字勝浦甲52番地１号　　本　間　幸　吉

　　同　　　　字中村甲６番地　　　　進　藤　一　喜

　　同　　　　字法木乙272番地　　　 斎　藤　半　一

２　加入区の名称

　　飛島加入区

３　漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第113条第１項の申出をする漁業協同組合の名称

　　山形県漁業協同組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第84号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道の供用を次のとおり開始する。

　なお、関係図面は、村山総合支庁建設部建設総務課において平成29年２月３日から同月17日まで縦覧に供する。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　路　　線　　名　　山形白鷹線

２　供用開始の区間　　山形市大字門伝字荻ノ窪2024番４から

　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　2019番24まで

３　供用開始の期日　　平成29年２月３日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第85号

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、大蔵村長から次のと

おり公共測量を終了した旨の通知があった｡

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　公共測量を実施した地域

　　最上郡大蔵村大字清水

２　公共測量を実施した期間

　　平成28年10月４日から同年12月31日まで

３　作業の種類

　　公共測量（空中写真測量）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第86号

　山形県指定金融機関等県公金取扱規程の一部を改正する規程を次のように定める。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　山形県指定金融機関等県公金取扱規程の一部を改正する規程

　山形県指定金融機関等県公金取扱規程（昭和39年８月県告示第703号）の一部を次のように改正する。

　別表第６中
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「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　　　附　則　

　この規程は、平成29年２月13日から施行する。

 　　　　　　　　　　　　

公　　　　　告
 　　　　　　　　　　　　

　農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）第18条第１項の規定により、農地中間管理機構

から次のとおり農用地利用配分計画の認可の申請があった。

　なお、当該農用地利用配分計画は、農林水産部農村計画課及び各総合支庁産業経済部農村計画課において平成29

年２月17日まで縦覧に供する。

　　平成29年２月３日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　農用地利用配分計画の概要

〃 蔵王支店 〃　　蔵王半郷字西宮

250番の１

〃 〃 〃 〃

〃 成沢支店 〃　　蔵王成沢字町浦

615番地の２

〃 〃 〃 〃

〃 長崎支店 東村山郡中山町大字長

崎165番地

〃 〃 〃 〃

〃 豊田支店 〃　　　〃　　大字土

橋字滝393番地２号

〃 〃 〃 〃

〃 蔵王支店 〃　　蔵王半郷字西宮

250番の１

〃 〃 〃 〃

〃 ひまわり支

店

東村山郡中山町大字長

崎165番地

〃 〃 〃 〃

賃借権の設定等を受ける

土地の所在する市町村

賃借権の設定等を受ける

者の数
賃借権の設定等を受ける土地

山 形 市 11者 山形市馬洗場67番ほか57筆

上 山 市 10者 上山市宮脇字監物前147番３ほか40筆

中 山 町 ３者 東村山郡中山町大字向新田字向野483番ほか８筆

寒河江市 ９者 寒河江市大字高屋字台下1354番ほか23筆

河 北 町 85者 西村山郡河北町大字岩木字原ノ内2572番ほか394筆

大 江 町 ２者 西村山郡大江町大字富沢字大山960番105ほか４筆
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２　申請年月日

　　平成29年１月19日

３　その他

この公告に係る農用地利用配分計画の利害関係人は、次に掲げる事項を記載した意見書を、平成29年２月17日

までに知事に提出することができる。

(1) 意見書を提出する者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主た

る事務所の所在地）

(2) 意見

村 山 市 28者 村山市大字楯岡字飯島7713番ほか83筆

尾花沢市 ７者 尾花沢市大字鶴子字原の内125番２ほか33筆

大石田町 15者 北村山郡大石田町大字大浦字中田2220番ほか80筆

鮭 川 村 ３者 最上郡鮭川村大字川口字古問屋4903番ほか15筆

米 沢 市 ５者 米沢市大字上新田字入生田361番２ほか54筆

南 陽 市 ２者 南陽市沖田字中ノ坪120番１ほか６筆

川 西 町 13者 東置賜郡川西町大字西大塚字松森2252番ほか139筆

白 鷹 町 ４者 西置賜郡白鷹町大字鮎貝字飯詰沢一145番２ほか23筆

飯 豊 町 ８者 西置賜郡飯豊町大字中字北中里2610番ほか38筆

鶴 岡 市 64者 鶴岡市谷定字白山358番ほか527筆

酒 田 市 18者 酒田市漆曽根字大谷地62番１ほか224筆

三 川 町 ３者 東田川郡三川町大字助川字中道54番ほか11筆

庄 内 町 12者 東田川郡庄内町肝煎字清水田76番ほか356筆

遊 佐 町 12者 飽海郡遊佐町当山字桵林592番ほか49筆

正　　　　　誤

発行年月日
県公報

番　号
ページ 行 誤 正
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